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資料 1　阿波市の現状 

 

１．人口動態 

（1）人口及び世帯数 

市の平成 29 年から令和 4 年の人口及び世帯数の推移は、表 1 及び表 2 に示すとおりで

す。市全体では、人口は平成 29 年で 38,032 人であり、令和 4 年では、35,137 人と

7.6％（2,895 人）の減少となっています。人口の減少は改定前の平成１７年～平成２２年

の 5 ヶ年における減少 4.1%を大幅に上回っており、歯止めがかかっていない状況にあり

ます。また世帯数はり令和 4 年で 15,425 世帯であり、平成１７年～平成 22 年の 6 年間

では１％（131 世帯）増加し、一世帯当りの人数は平成 29 年の 2.5 人に対して令和 4 年

では 2.３人と減少しています。 

表 1 人口及び世帯数の推移 

単位：人、世帯 

資料:住民基本台帳(年度末人口) 

表 2 阿波市の人口及び世帯数の増減 

       

 年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

 吉野町 人　口 7,772 7,632 7,527 7,462 7,305 7,258

 世帯数 3,372 3,376 3,380 3,414 3,386 3,435

 土成町 人　口 7,911 7,892 7,788 7,696 7,557 7,448

 世帯数 3,020 3,066 3,094 3,128 3,107 3,116

 市場町 人　口 10,262 10,166 9,938 9,800 9,530 9,321

 世帯数 4,264 4,293 4,264 4,266 4,173 4,169

 阿波町 人　口 12,087 11,837 11,651 11,454 11,264 11,110

 世帯数 4,638 4,627 4,658 4,667 4,658 4,705

 市合計 人　口 38,032 37,527 36,904 36,412 35,656 35,137

 世帯数 15,294 15,362 15,396 15,475 15,324 15,425

 

年度

行政区域内人口 世　帯　数

 
（人）

増減数

（人）

増減率

（%）
（世帯）

増減数

（人）

増減率

（%）

 Ｈ29 38,032 - - 15,294 - -

 Ｈ30 37,527 -505 -1.3 15,362 68 0.44

 Ｒ１ 36,904 -623 -1.7 15,396 34 0.22

 Ｒ２ 36,412 -492 -1.3 15,475 79 0.51

 Ｒ３ 35,656 -756 -2.1 15,324 -151 -0.98

 Ｒ４ 35,137 -519 -1.5 15,425 101 0.66

 計 -2,376 -7.9 - 131 0.85

 平　　均 -501 -1.6 - 119 0.17
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２．産業動向 

（１）産 業 

１）産業別就業者人口とその構成 

本市の平成７年から令和 2 年における産業別就業者人口は、表 3 のとおりです。市

全体では、就業者の総数は令和 2 年が 17,209 人で、平成７年に比べて 296 人減少

しています。 

これを産業別にみると第 1 次産業は 1,576 人減少し、第 2 次産業は 1,310 人減少

しています。また、第 3 次産業は 2,590 人増加し、第 3 次産業（サービス業）への

就業者人口の集中が顕著になっています。 

 
表 3 .産業別就業者人口の推移 

単位:人 

資料:総務庁統計局「国勢調査報告」 

 

 

 

 

（２）農　業 

１）農家数の推移 

本市における農家数の推移は、表 4 のとおりです。総農家数は、減少傾向にあり、

平成７年と令和 2 年を比較すると、2,015 戸（40.0%）減少しています。農家数の

推移は販売農家の動向に大きく左右されています。一方、自給的農家は 68 戸（6.1%）

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  
一次産業 二次産業 三次産業 総就業者人口

 

阿波市

H7 4,732　 5,653　 7,120　 17,505　

 H12 4,675　 6,705　 9,273　 20,653　

 H17 4,219　 5,565　 10,034　 19,818　

 H22 3,255　 4,583　 10,788　 18,626　

 H27 3,416　 4,458　 9,573　 17,447　

 R2 3,156　 4,343　 9,710　 17,209　
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表 4 農家数の推移 

単位：戸　　　　 

資料：阿波市農業振興計画　　　 

 

 

２）経営耕地面積の推移 

経営耕地面積の推移は表 5 のとおりとなっています。 

平成７年と令和 2 年の市全体の経営耕地面積を比べると、耕地面積は 1,259ha

（37.3％）の減少、田は 1,224ha（43.1％）の減少、畑は 129ha（41.9％）の

増加、樹園地は 164ha（73.9％）の減少となっており、経営耕地面積が全体的に減

少し、休耕地が増加している状況にあります。 

 

 

表 5 経営耕地面積の推移 

単位：ha 

資料：阿波市農業振興計画 

 

 年 

区分
H7 H12 H17 H22 H27 R2

 
総 農 家 数 5,032 4,744 4,423 4,111 3,636 3,017

 
販売農家数 3,931 3,606 3,075 2,781 2,409 1,848

 
自給的農家数 1,101 1,138 1,348 1,330 1,227 1,169

 年 

区分
Ｈ7 Ｈ12 H17 H22 H27 R２

 
面積 3,373 3,195 2.,847 2,752 2,611 2,114 

 
田 2,843 2,770 2,507 2,404 2,222 1,619 

 
畑 308 254 208 239 306 437 

 
樹園地 222 171 132 109 83 58 
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（３）林 業 

本市における令和 2 年度の森林面積は、表.6 のとおりとなっています。市全体の森林面

積は、10,044ha であり市全体面積（19、111ha）の 5３％に相当し、このうち、森林

面積の中でも私有林が 77.3％を占めています。 

 

表 6 令和 2 年度森林面積の推移 

単位:ha 

資料:2020 年農林業センサス（令和３年 12 月 24 日公表） 

 

（４）工 業 

本市における工業の推移は、表 7 のとおりとなっています。市全体では令和 2 年度の事

業所数は 76 事業所、従業員数は 2,466 人で平成 26 年度に比べ事業所数では、6 事業所

（約 7％）の減少、従業員数は人（約 9％）増加しています。出荷額は令和 2 年度で約

540 億円であり、平成 26 年度に比べ約 27％の増加となっています。 

表 7 工業の推移 

資料：徳島県統計書 

（5）商 業 

本市における商業の状況は、表 8 のとおりです。市全体では、令和２度における卸売業・

小売業の商店数は 254 商店、従業員数 1,529 人、年間商品販売額 2,810 千万円となっ

ています。 

 

表 8 令和２年度商業の状況（卸売・小売業） 

資料:徳島県統計書 

 

 

 
種別 国有林 県有林 市有林

独立行政

法人等

森林整備

法人
私有林 財産区 合計

 面積 126 342 381 946 122 7,767 360 10,044

 割合 1.3％ 3.4％ 3.8％ 9.4％ 1.2％ 77.3％ 3.6％ 100％

 年　度 

種 別
H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

 出荷額(万円) 4,268,943 5,215,877 4,568,237 4,626,970 4,970,591 4,932,821 5,422,727

 事業所数(箇所) 82 84 80 75 71 71 76

 従業員数(人) 2,262 2,466 2,354 2,303 2,390 2,405 2,466

 
年度 商店数（箇所）

従業員数（人） 年間販売額（千万円）

 総数 1 店舗あたり 販売額 1 店舗あたり

 26 250 1,329 5.3 2,408 9.6

 ２ 254 1,524 6.0 2,810 11.6
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資料２　東日本大震災における一括業務の仕様書 
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資料４　阿波市災害廃棄物処理　工程表 阿波市地域防災計画に記載

上記以外
対応部署

被災者支援を
開始
当日中

被災者支援を
本格化
1日～3日後

応急的な復旧
を開始
3日～1週間
後

応急的な復旧
を本格化
1週間～1か
月後

～3か月後 ～3年後

Start 災害対策本部の設置
初動対応 被害状況把握

　・災害廃棄物量
　・処理施設・車両等
　・人員
災害用・仮設トイレ設置 環境衛生課
公衆トイレ点検 環境衛生課
し尿発生量予測 環境衛生課

実行計画作成 計画作成の必要性判断 環境衛生課
ごみ発生量・し尿発生量予測 環境衛生課
収集運搬処分に関する実施計画策定 環境衛生課

災害廃棄物等の処理
一時仮置場 設定

配置平面図
人員配置
設置
環境対策

集積所 設定
配置平面図
人員配置
設置
環境対策

仮設焼却炉等 設定
規模設定
仕様書等作成

発注
6か月後を目
途に

処理
解体

最終処分場 必要性検討
規模設定
場所設定
発注
処理

収集体制 緊急通行車両の届け出　ごみ収集車
環境衛生課
契約管財課

　　　　　　　　　　　　　　がれき類収集車
契約管財課
環境衛生課
建設課の協力

　　　　　　　　　　　　　　　　し尿収集車
環境衛生課
契約管財課

腐敗の早い燃やすごみ　一般可燃ごみ 環境衛生課
燃やさないごみ　粗大ごみ 環境衛生課

がれき類
環境衛生課
建設課の協力

1か月以内に
開始

一般家庭し尿 環境衛生課
避難所トイレし尿 環境衛生課

解体撤去
倒壊の恐れのあるなどの危険な家屋
等についての解体撤去

環境衛生課
建設課の協力

ごみ処理 処理施設機能回復 環境衛生課
収集体制機能回復 環境衛生課
腐敗の早い燃やすごみについての早
期収集

環境衛生課

燃やさないごみ、粗大ごみの収集 環境衛生課

がれき類の収集
環境衛生課
建設課の協力

1か月以内に
開始

し尿処理 処理施設機能回復 環境衛生課
収集体制機能回復 環境衛生課
避難所トイレし尿回収 環境衛生課
一般家庭し尿回収 環境衛生課

環境衛生課

時期

契約管財課
環境衛生課

環境衛生課

環境衛生課

環境衛生課

資料 3 (案）
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資料４　阿波市災害廃棄物処理　工程表（風水害時） 阿波市地域防災計画に記載

上記以外
対応部署

被災者支援を
開始
当日中

被災者支援を
本格化
1日～3日後

応急的な復旧
を開始
3日～1週間
後

応急的な復旧
を本格化
1週間～1か
月後

～3か月後 ～3年後

Start 災害対策本部の設置
初動対応 被害状況把握

　・災害廃棄物量
　・処理施設・車両等
　・人員
災害用・仮設トイレ設置 環境衛生課
公衆トイレ点検 環境衛生課
し尿発生量予測 環境衛生課

実行計画作成 計画作成の必要性判断 環境衛生課
ごみ発生量・し尿発生量予測 環境衛生課
収集運搬処分に関する実施計画策定 環境衛生課

災害廃棄物等の処理
一時仮置場 設定

配置平面図
人員配置
設置
環境対策

集積所 設定
配置平面図
人員配置
設置
環境対策

収集体制 緊急通行車両の届け出　ごみ収集車
環境衛生課
契約管財課

　　　　　　　　　　　　　　がれき類収集車
契約管財課
環境衛生課
建設課の協力

　　　　　　　　　　　　　　　　し尿収集車
環境衛生課
契約管財課

腐敗の早い燃やすごみ　一般可燃ごみ 環境衛生課
燃やさないごみ　粗大ごみ 環境衛生課

がれき類
環境衛生課
建設課の協力

1か月以内に
開始

一般家庭し尿 環境衛生課
避難所トイレし尿 環境衛生課

解体撤去
倒壊の恐れのあるなどの危険な家屋
等についての解体撤去

環境衛生課
建設課の協力

ごみ処理 処理施設機能回復※ 環境衛生課
収集体制機能回復※ 環境衛生課
腐敗の早い燃やすごみについての早
期収集

環境衛生課

燃やさないごみ、粗大ごみの収集 環境衛生課

がれき類の収集
環境衛生課
建設課の協力

1か月以内に
開始

し尿処理 避難所トイレし尿回収 環境衛生課
一般家庭し尿回収 環境衛生課
※中央広域環境センターが宮川内谷
川の氾濫区域にあるため

時期

契約管財課
環境衛生課

環境衛生課

環境衛生課

資料 3 (案）


